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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１７９　　２０１３年　　２　月　２１　日

発行　　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
自宅　　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
発行所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室
国会　　補正予算案  衆院を通過　　　　　　　　景気・復興に逆行　日本共産党は反対
　自公両党が政権に復帰して初めて編成した１３兆円にも及ぶ巨額の補正予算案が衆院を通過しました。                                                 　ｐいま国民の皆さんが求めているのは、いかに所得を増やすか、安定した雇用で人間らしい暮らしを保障するか、デフレ不況から脱却し、庶民増税なしに財政再建への一歩を踏み出すかであります。ところがこの補正予算はそのようなものになっていません。日本共産党は、笠井議員が、以下の４点を指摘し反対しました。          　第一に、安倍内閣による「緊急経済対策」は、旧来の大企業支援策と国債増発による公共事業の復活そのものです。公共事業のなかには老朽化対策などで当然必要なものもありますが、全体として景気回復には繋がらず、国民にあと後に巨額の負担を押しつけることになります。大企業の身勝手なリストラ・賃下げをやめさせ、内部留保の一部を賃金と雇用、中小企業に還元し、国民の所得を増やして経済の好循環の突破口を開く事こそ必要です。                                            　第二に、「復興対策」では、津波により被災した持ち家住宅のうち、集団移転事業の対象にならないものについて、被災自治体が住宅再建を支援できる施策を盛り込んだことは、切実な要求を反映したものです。しかし、いま被災者が痛切に求めている住宅再建支援金の５００万円以上への増額、半壊以上への対象拡大、中小企業グループ補助金の大幅な拡充、そして国の全額負担による医療・介護の減免措置の再開などは盛り込まれていません。                                         　第三は、「基礎年金国庫負担の財源」２.５兆円をつなぎ国債で確保し、その償還財源は消費税増税で賄うとしています。物価を上昇させる政策を進めながら、消費税増税を実施すれば、国内需要と消費をいっそう冷え込ませ、被災地の復興の妨げにもなることは明らかです。消費税増税実施の中止を改めて強く要求します。    第四に、補正予算で、「軍事費」を過去最大の２１２４億円も計上し、ＰＡＣ３ミサイルの取得など自衛隊の体制強化を盛り込むのは異例です。周辺諸国との軍事的緊張を高め、東アジアの平和的環境づくりに逆行します。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　

３月定例会　提出予定の議案は、全部で４５議案。
平成２５年度一般会計予算をはじめとする来年度予算１０議案、今年度補正予算１０議案（会計全て）、条例の制定９議案、条例の一部改正１２議案、その他４議案です。
来年度予算は、一般会計(４４１億円、今年度見込み４６０億円）、特別会計(国保など７つ、２５５億円）、企業会計(水道・下水道９６億円)の総額は７９２億円（今年度見込み８１４億円）です。
【一般会計】新市長になり、基本的な方針は、継続事業を中心にした骨格予算になっています。早急な対応を要するものは入っていますが、６月補正で肉付けをするとの事です。詳細は２月２２日の会派での説明会で話される事になっていますが、大きな金額の主なものとして、新病院整備事業関係費（１５億円含む特会）、本庁舎耐震補強事業費（８億円）、西部子育て支援拠点・陽だまりの丘生涯学習施設整備費（３億円）、北勢線運営支援事業費（１億円）などが上げられています。
【条例の制定、一部改正】では、「地域主権一括法」の成立によって地方自治体に権限が移譲され、制定・一部改正されるものが９議案あります（１２月議会の介護関係の２議案に続くものです）。水道料金（５.５％）、下水道使用料（１２.９5）を７月１日から値上げする議案が２つ上がっています。市長の給与を２０％減額するものや職員の退職金を４月１日以降段階的に引き下げていく議案もあります。
２０１３年３月定例議会のスケジュール
２月２７日（水）　午前１０時　　本会議開会（施政方針・議案上程、説明）
３月　５日（火）―１１日（月）　午前１０時  　本会議（代表・議案質疑、　　　　委員会付託、請願上程・補足説明、一般質問）
１２日（火）―１５日（金） 　午前１０時　  常任委員会
１８日（月）　午前１０時　　新病院の整備等に関する特別委員会
２２日（金）　午後　１時  　本会議（委員長報告、討論、採決）閉会
是非、傍聴をお願いします。
第２１回市町村議会議員研修会in熱海
第２１回市町村議会議員研修会in熱海（２月１９日）に参加し、入谷貴夫宮崎大学教育文化学部教授の「市町村の『産業連関分析』で地域と雇用をつくる」と中田実名古屋大学名誉教授の「自治会／コミュニティと自治体のいい関係を考える」の２講を聴講・勉強してきました。
リニア中央新幹線の話題　　（毎日新聞地方版２月１１日より）　　　　　　　　計画凍結求め、沿線住民ネット結成　神奈川で集会　
　２０２７年に東京−名古屋間で開業が予定されるリニア中央新幹線の計画凍結を求める「リニア新幹線沿線住民ネットワーク」の結成集会が２月１０日、相模原市内で開催されました。リニアが通る岐阜、東京、神奈川、山梨、長野の６住民団体が参加し、「リニア計画を論理的に敗北させ、中止に向かわせたい」とする結成宣言を採択しました。また、「国土交通省は、ＪＲ東海のリニア中央新幹線計画をまず凍結し、上記の問題点が再検証され、国民の同意が得られるまで、工事の認可をしないこと」を求める署名も行われています。
シンポジウムでは、独立行政法人・産業技術総合研究所の阿部修治氏が「多数の技術的弱点が存在し、事故のリスクは無視できない」と指摘され、千葉商科大の橋山礼治郎客員教授は「地元を無視した鉄道で、地域の交通ネットワークを分断する。世界的にもリニアは推進されていない」と強調されました。会場から発言された明治学院大の原武史教授は「リニア推進の裏には高速鉄道整備が進む中国に対して優位に立ちたいという国家主義的な思想がある」と指摘し、東海道新幹線の収益がリニア建設に使われることから「特急料金を値下げさせる運動を起こすべきだ」と話されました。

　桑名市内でも是非署名活動を広めたいと思っています。（署名用紙準備中）
桑名で「屋根貸し」事業開始　２月２０日より募集

正式名は「太陽光発電のための市有施設の屋根貸し事業」と言い、「桑名市スマート・エネルギー構想」（後出）の一環で、太陽光発電事業を行う事業者に公共施設の屋根やその他の必要な場所を有償で貸し（許可がいる）、再生可能エネルギーの利用促進・災害時の公共施設機能の強化・地域経済の活性化を図ることを目的にしています。

貸し出す対象施設は、長島町総合支所、多度公民館、久米地区市民センター、総合福祉会館、修徳小学校体育館など１１カ所があげられていますが、応募者があるのか、採算が合うのか、法的にクリア―出来るのか等々疑問視されています。

「桑名市スマート・エネルギー構想」案　Smart Energy City KUWANA

昨年の６月議会で補正予算が認められて事業に着手し、案ができあがりました。２月１８日からパブリックコメントを実施し（現在、「桑名市就学前施設再編実施計画」案も実施中であり大変です。）、３月中に決定し、４月より実施計画に移ろうとするものです。原発事故を契機にエネルギー問題を考え桑名のまちづくりを考えていくものです。
構想の計画期間は、向こう１０年間で、「再生可能エネルギーの導入によるエネルギーの地産地消の推進」「賢い省エネや節電へのさらなる工夫」「みんなで環境について考える」等の観点より、

1 新たなエネルギーの創出　 （創る）　　　導入支援

2 エネルギーの効率的な利用 （省く）　　　省エネ推進

3 エネルギーの効果的な活用 （賢く使う）　構想推進

4 次世代への継承            (学ぶ)　　　 環境学習

の４つの柱に取り組み、具体的に、再生可能エネルギーの割合を１０％に、二酸化炭素総排出量の１０％削減等を目標としています。（ご意見をお寄せ下さい。）
長崎市のグループホームの火事。桑名市内は大丈夫か。地域の人々と連携した避難が欠かせない。
認知症の高齢者が入居する長崎市のグループホームで２月８日夜、火災が発生し多くの命が奪われました。また悲劇が繰り返されたのです。２００９年３月、群馬県の老人施設の火災では１０人が亡くなり、２０１０年３月に起きた札幌市の認知症高齢者グループホーム火災では７人が犠牲になっています。夜間の発生で職員が手薄のうえ、スプリンクラーが設置されていなかった点は今回も共通します。定員超過や防火扉の未設置など法令違反の可能性も指摘されていますが、出火原因や、設備や避難誘導が適切だったのかなど徹底的に真相を追及し、再発防止につなげる事が必要です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ２０００年の介護保険法施行に伴い設置された認知症グループホームは、当初の８００施設弱から現在は１万施設余りにまで急増しました。施設の経営者には、防火対策に対する重い責任を改めて認識してもらいたいものです。　　　　　　　ｐ要介護者がほとんどの高齢者施設ではスピーディーな避難は難しく、夜間はなおさらです。大量の散水で一気に消火可能なスプリンクラーは犠牲を出さないための有効な一つの手段です。ところが、消防庁によれば（桑名市は個人情報の壁で公表していない。）、認知症グループホーム１万施設余りのうち、約６割がスプリンクラーを設置していません。消防法で設置義務がない延べ床面積２７５平方メートル未満の施設だと、９割以上が未設置だといわれています。火災があった今回の施設もグループホーム部分は約２７０平方メートルで、設置義務はありませんが、昨年８月、消防の指摘を受け長崎市が設置を要請していたそうです。要請が受け入れられなかったのは残念でしかたありません。検討過程では「全ての施設に必要だ」との声があったにもかかわらず、費用負担の大きさを考慮して２７５平方メートル以上という数字で線引きされたようです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ桑名市ではどうなっているのでしょうか。高齢化は今後ますます進みます。スプリンクラーに限らず、防火に必要な設備、人的手当てや近隣住民の協力等（地域密着型の所以です。）は考慮しなければなりません。行政側は思い切った財源等の手当てや強力な指導を検討すべきではないでしょうか。
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